
津波避難対策実施状況
アンケート調査結果（速報）について

（未定稿）

【市町村】

1

【 市町村 】資料１－２

調査概要

１ 調査目的

本調査は、「津波避難対策推進マニュアル検討会」におい
て、地方公共団体における津波避難対策の現状等を把握し、
津波避難計画策定の指針・マニュアル等の検討を行う上で参
考とするもの。

２ 調査対象時点

平成２４年１０月１日

３ 調査対象

海岸線を有する市町村（特別区含む。以下同じ。）及び海

岸線を有していないが津波被害が想定される市町村
2

【 市町村 】



４ 調査項目

（１）「地域防災計画の記載」について

（２）「市町村における津波避難計画」について

（３）「津波ハザードマップ」について

（４）「庁舎及び避難場所等の安全性」について

（５）「地域ごとの津波避難計画」について

（６）「避難標識等」について

（７）「津波避難訓練・防災啓発」について

（８）「その他の津波防災対策」について

５ 回収率 ７２．８％

市町村約６７０団体に送付、回答数４８８団体

（うち内陸部の市町村２３団体）

3

【 市町村 】

１ 地域防災計画の記述

１‐１ 東日本大震災以前から地域防災計画に津波対策
に関する記載があったか

4

【 市町村 】

416団体
85.2%

58団体
11.9%

12団体
2.5%

2団体
0.4% 記載があった

（416団体：85.2％）

記載がなかったが、記載した

又は記載する方向で検討中

（58団体：11.9％）

記載がなかった。現時点で

は、記載の検討を行っていな

い（12団体：2.5％）

無回答（2団体：0.4％）

N=488
団体



１‐２ 東日本大震災を踏まえた地域防災計画の修正

5

【 市町村 】

51団体
10.5%

75団体
15.4%

348団体
71.3%

13団体
2.7%

1団体
0.2%

修正した（51団体：10.5％）

修正したが、さらに検討中

（75団体：15.4％）

検討中（348団体：71.3％）

現時点では修正の検討を行っ

ていない（13団体：2.7％）

無回答（1団体：0.2％）

N=488
団体

１‐２‐① 東日本大震災を踏まえた地域防災計画の「修正をし

た」又は「修正をしたがさらに検討中」の団体で地域防災計画の
修正・追加した内容

6

【 市町村 】

・防災行政無線の整備推進

・津波ハザードマップの作成・周
知

・初動体制の確立

・自主防災組織の育成

・災害時要援護者対策

・産業廃棄物の処理

・復旧復興計画

・拠点となる備蓄倉庫の整備

・遺体の捜索・収容方法

・住宅の仮設・応急修理及び障
害物の除去対策

など

「その他」の『主な回答』

（複数回答）Ｎ＝１２６



１‐３ 地域防災計画に津波対策編を設けているか

7

【 市町村 】

31団体
6.4%

149団体
30.5%

248団体
50.8%

56団体
11.5%

4団体
0.8%

津波対策編を地震対策編とは別に設け

ている（31団体：6.4％）

現行計画では、津波対策の内容は震災

（地震）対策編の中に含めているが、津

波対策編を設ける方向で検討している

（149団体：30.5％）
津波対策の内容は、震災（地震）対策編

の中に含めている（248団体：50.8％）

その他（56団体：11.5％）

無回答（4団体：0.8％）

N=488
団体

２ 市町村における津波避難計画

２‐１ 「市町村における津波避難計画」を東日本大震災以前
から策定していたか
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【 市町村 】

123団体
25.2%

363団体
74.4%

2団体
0.4%

策定していた

（123団体：25.2％）

策定していない

（363団体：74.4％）

無回答（2団体：0.4％）

N=488
団体



２‐２ 東日本大震災を踏まえた、「市町村における津波避難計
画」の見直し又は策定
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【 市町村 】

9団体
1.8%

19団体
3.9%

105団体
21.5%

26団体
5.3%

260団体
53.3%

10団体
2.0%

58団体
11.9%

1団体
0.2%

東日本大震災を踏まえて、修正した

（9団体：1.8％）

東日本大震災を踏まえて、修正したが、さらに見

直しを検討中（19団体：3.9）

東日本大震災を踏まえて、見直しを検討中

（105団体：21.5％）

東日本大震災を踏まえて、新たに策定した

（26団体：5.3％）

東日本大震災を踏まえて、新たに策定することと

し検討中（260団体：53.3％）

東日本大震災を踏まえた見直しの予定はない

（10団体：2.0％）

現時点では策定の予定はない（58団体：11.9％）

無回答（1団体：0.9％）

N=488
団体

２‐２‐① 東日本大震災を踏まえて、市町村における津波避難
計画を 「修正した」又は「修正をしたがさらに検討中」の団体で
修正した内容

10

【 市町村 】

（複数回答）Ｎ＝２８



２‐３ 「市町村における津波避難計画」における車避難につい
ての記述
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【 市町村 】

42団体
24.9%

126団体
74.6%

1団体
0.6%

記述している

（42団体24.9％）

記述していない

（126団体：74.6％）

無回答（1団体：0.6％）

N=169
団体

２‐３‐① 「市町村における津波避難計画」に記述されている
車避難についての内容
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【 市町村 】

・高齢者や障害者等、災害時要
援護者が避難するに当たって
は、車両での避難を認める

・津波到達までの時間差を考慮
し、自動車による避難がより安全
で確実な場合

・近くに適切な避難場所が存在し
ない場合

・自力避難が困難な場合には車
両の利用を認める

・原則は徒歩によるものとし、車
両による避難は、混乱に伴う危
険発生の恐れがないと認められ
る場合、その他特別な理由があ
る場合

・自家用車の使用を規制しバス
輸送による避難を原則とする

など

「その他」の『主な回答』

（複数回答）Ｎ＝４２



２‐４ 「市町村における津波避難計画」における防災事務従事
者（行政職員、消防職団員等）の安全配慮についての記述
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【 市町村 】

31団体
18.3%

138団体
81.7%

記述している

（31団体：18.3％）

記述していない

（138団体：81.7％）

N=169
団体

２‐４‐① 「市町村における津波避難計画」に記述されている

防災事務従事者（行政職員、消防職団員等）の安全配慮につ
いての内容

14

【 市町村 】

・時間的な余裕がない場合、操
作員の安全を確保するため、水
門は閉鎖しない

・職員の災害補償等の記述

・参集中に津波の危険が迫った
場合は避難すること

・津波の監視、警戒について
は、高台や３階建て以上の強固
な建物の屋上などで実施

・参集時の安全確保について記
載

・具体的な内容ではなく、安全
配慮に努める旨を記載

など

「その他」の『主な回答』

（複数回答）Ｎ＝３１



２‐５ 「市町村における津波避難計画」の策定を「現時点で予
定していない」と回答した団体の理由
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【 市町村 】

・県による指針が策定されてお
らず、村防災担当職員の人員
不足のため

・住宅地における津波の浸水
想定が示されてないため

・現在、地域防災計画を見直し
中のため

・「市町村における津波避難計
画」の存在を知らなかったため

・津波被害が想定されないた
め

など

「その他」の『主な回答』

（複数回答）Ｎ＝５８

３ 津波ハザードマップ

３‐１ 津波ハザードマップを東日本大震災以前から策定してい
たか

16

【 市町村 】

244団体
50.0%

243団体
49.8%

1団体
0.2%

策定していた

（244団体：50.0％）

策定していなかった

（243団体：49.8％）

無回答（1団体：0.2％）

N=488
団体



３‐２ 東日本大震災を踏まえた津波ハザードマップの見直し
又は策定の状況
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【 市町村 】

17団体
3.5%

20団体
4.1%

165団体
33.8%

35団体
7.2%

190団体
38.9%

11団体
2.3%

48団体
9.8%

2団体
0.4%

東日本大震災を踏まえて、修正した

（17団体：3.5％）

東日本大震災を踏まえて、修正したが、さらに見

直しを検討中（20団体：4.1％）

東日本大震災を踏まえて、見直しを検討中

（165団体：33.8％）

東日本大震災を踏まえて、新たに策定した

（35団体：7.2％）

東日本大震災を踏まえて、新たに策定することと

し検討中（190団体：38.9％）

東日本大震災を踏まえた見直しの予定はない

（11団体：2.3％）

現時点では策定の予定はない（48団体：9.8％）

無回答（2団体：0.4％）

N=488
団体

３‐２‐① 東日本大震災を踏まえて津波ハザードマップを「修正

した」又は「新たに策定した」場合、平成２４年８月に内閣府が
公表した南海トラフ巨大地震の津波浸水想定が反映されてい
るか

18

【 市町村 】

7団体
13.5%

45団体
86.5%

反映している

（7団体：13.5％）

反映されていない

（45団体：86.5％）

N=52
団体



３‐２‐② 津波ハザードマップを「策定していた」又は「新たに策
定した」団体における津波ハザードマップの浸水想定区域
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【 市町村 】

199団体
80.2%

39団体
15.7%

10団体
4.0%

都道府県が作成した津波浸

水想定を活用した

（199団体：80.2％）

市町村独自で策定した

（39団体：15.7％）

無回答（10団体：4.0％）

N=248
団体

３‐２‐③ 津波ハザードマップを「策定していた」又は「新たに策
定した」団体における津波ハザードマップの住民への配布状況

20

【 市町村 】

178団体
71.8%

31団体
12.5%

5団体
2.0%

4団体
1.6% 12団体

4.8%

2団体
0.8%

11団体
4.4%

5団体
2.0%

全世帯に配布している（178団体：71.8％）

津波浸水想定区域の全世帯に配布している

（31団体：12.5％）

自主防災組織、町内会等の防災リーダーに配布し

ている（5団体：2.0％）

希望者のみに配布している（4団体：1.6％）

ホームページで公表している（12団体：4.8％）

役場等での閲覧、掲示（2団体：0.8％）

その他（11団体：4.4％）

無回答（5団体：2.0％）

N=248
団体



３‐２‐④ 津波ハザードマップの策定を現時点では予定してい
ない団体の理由

21

【 市町村 】

・住宅地における津波の浸水想
定が示されてないため

・人的被害を及ぼす規模の津波
が発生しない（堤防高以下）と想
定されたため

・県の想定でも川への遡上のみ
で住宅地等への被害が発生し
ないため

・現況に即した津波ハザード
マップを策定する基礎データが
無い

・想定高潮高が想定津波高を上
回っており、高潮による浸水想
定を掲載した高潮ハザードマッ
プを平成２３年度に全戸配布し
ていることから、現時点では策
定を予定していない

など

「その他」の『主な回答』（複数回答）Ｎ＝４８

４ 庁舎及び避難場所等の安全性

４‐１ 現行の津波浸水予想地域

22

【 市町村 】

21団体
4.3%

97団体
19.9%

295団体
60.5%

68団体
13.9%

7団体
1.4% 東日本大震災の津波

（21団体：4.3％）

内閣府が想定した南海トラフ巨大地

震による津波（97団体：19.9％）

都道府県が示した最大クラスの津波

（295団体：60.5％）

その他（68団体：13.9％）

無回答（7団体：1.4％）

N=488
団体



４‐２ 災害対策本部の設置が想定される庁舎が現行の津波
浸水予想地域内にあるか
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【 市町村 】

123団体
25.2%

356団体
73.0%

9団体
1.8%

ある

（123団体：25.2％）

ない

（356団体：73.0％）

無回答

（9団体：1.8％）

N=488
団体

４‐２‐① 浸水予想地域内に災害対策本部の設置が想定される
庁舎がある団体における津波浸水予想地域外の代替施設
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【 市町村 】

62団体
50.4%

60団体
48.8%

1団体
0.8%

決めている

（62団体：50.4％）

決めていない

（60団体：48.8％）

無回答

（1団体：0.8％）

N=123
団体



４‐３、４‐４、４‐７、４‐８、４‐９ 消防署所、消防団詰所、学校（幼
稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校等） 、社

会福祉施設・医療施設、地下街が現行の津波浸水予想地域
内にあるか

25

【 市町村 】

４‐５ 津波を想定した上で「避難場所」と「避難所」を区別して
いるか

26

【 市町村 】

※「避難場所」：津波から一時的に難を逃れる緊急時の避難場所

「避難所」：比較的中長期にわたって被災者が生活をする場所

272団体
55.7%

211団体
43.2%

5団体
1.0%

区別している

（272団体：55.7％）

区別していない

（211団体：43.2％）

無回答（5団体：1.0％）

N=488
団体



４‐５‐① 「避難場所」と「避難所」を区別している場合、現在、

指定している「避難場所」が、現行の津波浸水予想地域内に
あるか

27

【 市町村 】

117団体
43.0%

154団体
56.6%

1団体
0.4%

ある（117団体：43.0％）

ない（154団体：56.6％）

無回答（1団体：0.4％）

N=272
団体

４‐５‐② 「避難場所」が、現行の津波浸水予想地域内にある

場合、現行の津波浸水予想地域内にある「避難場所」は、全
体の何割程度か

28

【 市町村 】

72団体
61.5%

24団体
20.5%

13団体
11.1%

8団体
6.8% ２割未満（72団体：61.5％）

２割以上～５割未満

（24団体：20.5％）

５割以上～８割未満

（13団体：11.1％）

８割以上（8団体：6.8％）

N=117
団体



４‐６ 「避難場所」のうち「津波避難ビル」を指定しているか

29

【 市町村 】

160団体
32.8%

323団体
66.2%

5団体
1.0% 指定している

（160団体：32.8％）

指定していない

（323団体：66.2％）

無回答（5団体：1.0％）

N=488
団体

４‐６‐① 「津波避難ビル」を指定している場合、現行の津波浸

水予想で示されている津波高等に照らして見直しの必要があ
るか

30

【 市町村 】

34団体
21.3%

124団体
77.5%

2団体
1.3%

ある

（34団体：21.3％）

ない

（124団体：77.5％）

無回答

（2団体：1.3％）

N=160
団体



５ 地域ごとの津波避難計画

５‐１ 「地域ごとの津波避難計画」を東日本大震災以前から
策定していたか

31

【 市町村 】

24団体
4.9%

20団体
4.1%

443団体
90.8%

1団体
0.2%

市町村として「地域ごとの津波避難計

画」を、津波避難対象地域の全ての地域

で策定していた（24団体：4.9％）

市町村として「地域ごとの津波避難計

画」を、津波避難対象地域の一部の地

域で策定していた（20団体：4.1％）

市町村として「地域ごとの津波避難計

画」の策定は行っていない

（443団体：90.8％）

無回答（1団体0.2％）

N=488
団体

５‐２ 東日本大震災を踏まえた「地域ごとの津波避難計画」の
見直し又は策定の状況

32

【 市町村 】

2団体
0.4%

4団体
0.8%

53団体
10.9%

11団体
2.3%

221団体
45.3%

15団体
3.1%

181団体
37.1%

1団体
0.2%

東日本大震災を踏まえて、修正した

（2団体：0.4％）

東日本大震災を踏まえて、修正したが、さらに

見直しを検討中（4団体：0.8％）

東日本大震災を踏まえて、見直しを検討中

（53団体：10.9％）

東日本大震災を踏まえて、新たに策定した

（11団体：2.3％）

東日本大震災を踏まえて、新たに策定すること

とし検討中（221団体：45.3％）

東日本大震災を踏まえた見直しの予定はない

（15団体：3.1％）

現時点では策定の予定はない

（181団体：37.1％）

無回答（1団体：0.2％）

N=488
団体



５‐２‐① 東日本大震災を踏まえて「地域ごとの津波避難計画」

を「修正した」、「修正したがさらに見直しを検討中」又は「新た
に策定した」団体における策定する際の工夫

33

【 市町村 】

・津波避難計画書のひな型は
市が作成し、各自主防災会ご
とに自主的に策定することした

・児童生徒や保護者が迷いなく
避難できるよう、児童生徒、保
護者、学校が統一のフォーマッ
ト（防災カルテ）を作成し、普段
から持ち歩くようにしている

・津波浸水予想地域を含む自
治会を対象に説明会を実施
し、地域内の津波避難ビルの
選定を依頼した

・地元自治会と協議の上で決
定した

など

「その他」の『主な回答』

（複数回答）Ｎ＝１７

５‐２‐② 地域ごとの津波避難計画を「現時点では策定を予定し
ていない」とを回答した団体の理由

34

【 市町村 】

「その他」の『主な回答』

■地域が主体となって策定し、市は策定にあたって助言の立場にある

■市町村における津波避難計画で策定（地区ごと）を予定しているため

■津波浸水予測されている地区が限定的のため

■新たな想定で浸水域が大幅に減ったため ■津波は特に重要視していないため など

19団体
10.5%

72団体
39.8%

9団体
5.0%

23団体
12.7%

9団体
5.0%

10団体
5.5%

39団体
21.5%

過去に津波が発生していないため

（19団体：10.5％）

津波浸水想定が示されていないため又

は「市町村における津波避難計画」が策

定されていないため（72団体：39.8％）

防災担当職員の技術不足で対応できな

いため（9団体：5.0％）

緊急度や優先度が高い他の防災対策が

あるため

（23団体：12.7％）

津波浸水想定区域はあっても砂浜や防

風林だけで被害が発生しないため（9団

体：5.0％）

津波避難対象地域が多すぎて（広すぎ

て）検討に着手できない（10団体：5.5％）

その他（39団体：21.5％）

N=181
団体



６ 避難標識等

６‐１ 東日本大震災を踏まえた津波避難場所、津波避難ビ
ル、津波避難路等への避難標識の見直し

35

【 市町村 】

42団体
8.6%

44団体
9.0%

100団体
20.5%

50団体
10.2%

129団体
26.4%

33団体
6.8%

87団体
17.8%

3団体
0.6%

東日本大震災を踏まえて、増設又は見直しを行った

（42団体：8.6％）

東日本大震災を踏まえて、増設又は見直しを行ったが、さらに

見直しを検討中（44団体：9.0％）

東日本大震災を踏まえて、増設又は見直しを検討中

（100団体：20.5％）

これまで設置していなかったが、東日本大震災を踏まえて、新

たに設置した（50団体：10.2％）

これまで設置していなかったが、東日本大震災を踏まえて、新

たに設置することとし検討中（129団体：26.4％）

東日本大震災を踏まえた見直しの予定はない

（33団体：6.8％）

現時点では設置の予定はない（87団体：17.8％）

無回答（3団体：0.6％）

N=488
団体

６‐２ 東日本大震災を踏まえた海抜表示の見直し

36

【 市町村 】

52団体
10.7%

37団体
7.6%

40団体
8.2%

147団体
30.1%

152団体
31.1%

8団体
1.6% 48団体

9.8%

4団体
0.8%

東日本大震災を踏まえて、増設又は見直しを行った

（52団体：10.7％）

東日本大震災を踏まえて、増設又は見直しを行ったが、

さらに見直しを検討中（37団体：7.6％）

東日本大震災を踏まえて、増設又は見直しを検討中（40

団体：8.2％）

これまで設置していなかったが、東日本大震災を踏まえ

て、新たに設置した（147団体：30.1％）

これまで設置していなかったが、東日本大震災を踏まえ

て、新たに設置することとし検討中

（152団体：31.1％）

東日本大震災を踏まえた見直しの予定はない

（8団体：1.6％）

現時点では設置の予定はない（48団体：9.8％）

無回答（4団体：0.8％）

N=488
団体



６‐３ 東日本大震災を踏まえた浸水深表示の見直し

37

【 市町村 】

2団体
0.4%

3団体
0.6%

21団体
4.3%

10団体
2.0%

81団体
16.6%

30団体
6.1%

337団体
69.1%

4団体
0.8%

東日本大震災を踏まえて、増設又は見直しを行った

（2団体：0.4％）

東日本大震災を踏まえて、増設又は見直しを行った

が、さらに見直しを検討中（3団体：0.6％）

東日本大震災を踏まえて、増設又は見直しを検討中

（21団体：4.3％）

これまで設置していなかったが、東日本大震災を踏ま

えて、新たに設置した（10団体：2.0％）

これまで設置していなかったが、東日本大震災を踏ま

えて、新たに設置することとし検討中（81団体：16.6％）

東日本大震災を踏まえた見直しの予定はない

（30団体：6.1％）

現時点では設置の予定はない（337団体：69.1％）

無回答（4団体：0.8％）

N=488
団体

６‐４ 夜間避難に備えた街路灯などの対応

38

【 市町村 】

・夜間避難にあたっては原
則避難者が懐中電灯や
ヘッドランプを備えるよう
に指導している

・太陽電池を用いた避難
標識を整備したが、老朽
化により発光機能が動作
していない箇所が見受け
られるため、夜光塗料等
による対応を検討中

・住民要望はあるが財政
的に困難

・一部の避難路にソーラー
発電とＬＥＤ外灯を組み合
わせたものを設置している
（１避難路７本）

・高反射シートを使用して
いる

など

「その他」の『主な回答』

（複数回答）Ｎ＝４８８



７ 津波避難訓練・防災啓発

７‐１ 津波避難訓練の実施状況

39

【 市町村 】

252団体
51.6%

68団体
13.9%

166団体
34.0%

2団体
0.4%

ア．毎年１回以上実施してい

る（252団体：51.6％）

イ．２・３年に１回程度実施し

ている（68団体：13.9％）

ア・イ以外（166団体：34.0％）

無回答（2団体：0.4％）

N=488
団体

７‐１‐① 毎年１回以上津波避難訓練を実施している団体にお
ける東日本大震災以降の夜間訓練の実施

40

【 市町村 】

18団体
7.1%

18団体
7.1%

214団体
84.9%

2団体
0.8% ア．実施した（18団体：7.1％）

イ．実施していないが、今後実施

することとして、具体的に計画して

いる（18団体：7.1％）

ア・イ以外（214団体：84.9％）

無回答（2団体：0.8％）

N=252
団体



７‐１‐② 津波避難訓練を「毎年１回以上実施している」又は
「２、３年に1回程度実施している」を回答した団体が直近で
行った津波避難訓練の訓練項目

41

【 市町村 】

・交通規制訓練

・通信訓練

・関係機関との情報伝達訓
練

・炊き出し訓練

・避難所開設・運営訓練（避
難者名簿作成、健康管理も
含む）

・消火器操作訓練

・自動車を利用した災害時
要援護者の避難

・潮位観測訓練（海面監視
訓練）

・救助・救急訓練（海上救出
訓練、ＡＥＤ等含む）

・海水浴場等（観光客含む）
の津波避難訓練

など

「その他」の『主な回答』

（複数回答）Ｎ＝３２０

７‐１‐③ 津波避難訓練を「毎年1回以上実施している」又は「２、

３年に１回程度実施している」を回答した団体が直近で行った津
波避難訓練に参加した団体等（一般住民以外）

42

【 市町村 】

・民生委員

・日赤

・町内会・自治会・自主防災
組織

・災害協定企業（飲料水、
津波避難ビル、瓦礫処理企
業等）

・気象台

・社会福祉協議会

・アマチュア無線クラブ

・米軍

・婦人防火クラブ

・地域コミュニティー放送局

・身障者団体 など

「その他」の『主な回答』
（複数回答）Ｎ＝３２０



７‐１‐④ 津波避難訓練を「毎年1回以上実施している」又は

「２、３年に１回程度実施している」を回答した団体が、津波避
難訓練への参加率を上げるための項目

43

【 市町村 】

・町内会及び自主防災組織
への周知

・ケーブルテレビ、防災メー
ルによる周知

・訓練実施地域へのチラシ
配布

・広報車により事前広報

・鉄道事業者にポスター掲
示及び当日の車内放送を
依頼

・関係民間団体に直接参加
を依頼

・地域のコミュニティを通じ
て説明会を実施

・参加者に非常食を配布

など

「その他」の『主な回答』
（複数回答）Ｎ＝３２０

７‐１‐⑤ 津波避難訓練を「毎年１回以上実施している」又は

「２、３年に１回程度実施している」以外を回答した団体が近
年、津波避難訓練を実施していない理由

44

【 市町村 】

・海岸沿いの自治会単位、
各小学校単位で毎年避難
訓練を実施しているため

・３年に一度町総合防災訓
練において、会場までの
ルートで避難しているた
め、津波に特化した避難で
はない

・実施しているが、毎年や
２、３年に１回ではない

・昨年度初めて実施した
が、継続して実施するかは
検討中である

・津波被害が想定されない
ため

・過去に津波が発生してい
ないため

・訓練の対応ができない

など

「その他」の『主な回答』
（複数回答）Ｎ＝１６６



７‐２ 津波に関する防災啓発において、特に力を入れている
対象者

45

【 市町村 】

・浸水想定される地区（海
岸部）の住民

・市職員

・消防団

・現在検討中

など

「その他」の『主な回答』

（複数回答）Ｎ＝４８８

７‐３ 津波に関する防災啓発の方法

46

【 市町村 】

・町内各地区で津波避難に
関する説明会を開催

・防災マップ（津波ハザード
マップ）全戸配付

・自治会長会議や地域懇談
会の席上、広報紙、パンフ
レット等での周知

・地元ＣＡＴＶやコミュニティ
ＦＭを利用した防災啓発活
動

・防災訓練の実施

・海抜表示・避難所看板の
設置

・県が実施する講座等への
参加の呼びかけ（自主防災
組織）

・「家族で考える防災の日」
を９月の第一日曜日に設定
し、家族において非常時の
避難場所や連絡方法等を
話し合ってもらっている

など

「その他」の『主な回答』

（複数回答）Ｎ＝４８８



７‐４ 津波に関する防災啓発において特に力を入れている内
容（最大３つまで）

47

【 市町村 】

・要援護者への対応

・地域住民による津波避難
計画作成の推進

・防災無線や防災メールに
よる広報活動

・今年度、津波ハザードマッ
プを作成予定であるため、
作成後は、マップを活用し、
広く一般住民へ啓発する

・想定にとらわれず、時間
のある限り避難行動を継続
すること、実際は予期せぬ
ことが起こりえることを周知

・海抜表示プレート設置

・自助・共助の重要性

・ブロック塀の耐震対策

など

「その他」の『主な回答』

（複数回答）Ｎ＝４８８

８ その他の津波防災対策

８‐１ その他の津波防災対策

（１）自主防災組織の育成・充実支援

48

【 市町村 】

88団体
18.0%

158団体
32.4%

154団体
31.6%

9団体
1.8%

37団体
7.6%

36団体
7.4%

6団体
1.2%

東日本大震災を踏まえて､見直した

（88団体：18.0％）

東日本大震災を踏まえて､見直し中

（158団体：32.4％）

東日本大震災以降、見直していない、又は

見直しの必要がない（154団体：31.6％）

東日本大震災以降､整備（9団体：1.8％）

東日本大震災以降､整備中

（37団体：7.6％）

整備なし（36団体：7.4％）

無回答（6団体：1.2％）

N=488
団体



(２)災害時要援護者対策

49

【 市町村 】

37団体
7.6%

204団体
41.8%

115団体
23.6%

18団体
3.7%

81団体
16.6%

25団体
5.1%

8団体
1.6% 東日本大震災を踏まえて､見直した

（37団体：7.6％）

東日本大震災を踏まえて､見直し中

（204団体：41.8％）

東日本大震災以降、見直していない、又は見

直しの必要がない（115団体：23.6％）

東日本大震災以降､整備（18団体：3.7％）

東日本大震災以降､整備中（81団体：16.6％）

整備なし（25団体：5.1％）

無回答（8団体：1.6％）

N=488
団体

(３)潮位・津波観測機器の設置

50

【 市町村 】

4団体
0.8% 9団体

1.8%

63団体
12.9%

3団体
0.6%

8団体
1.6%

387団体
79.3%

14団体
2.9%

東日本大震災を踏まえて､見直した

（4団体：0.8％）

東日本大震災を踏まえて､見直し中

（9団体：1.8％）

東日本大震災以降、見直していない、又は

見直しの必要がない（63団体：12.9％）

東日本大震災以降､整備（3団体：0.6％）

東日本大震災以降､整備中

（8団体：1.6％）

整備なし（387団体：79.3％）

無回答（14団体：2.9％）

N=488
団体



(４)海面監視カメラの設置

51

【 市町村 】

6団体
1.2%

20団体
4.1%

59団体
12.1%

15団体
3.1%

18団体
3.7%

361団体
74.0%

9団体
1.8%

東日本大震災を踏まえて､見直した

（6団体：1.2％）

東日本大震災を踏まえて､見直し中

（20団体：4.1％）

東日本大震災以降、見直していない、又

は見直しの必要がない（59団体：12.1％）

東日本大震災以降､整備

（15団体：3.1％）

東日本大震災以降､整備中

（18団体：3.7％）

整備なし（361団体：74.0％）

無回答（9団体：1.8％）

N=488
団体

(５)災害情報伝達メールの新設・充実

52

【 市町村 】

63団体
12.9%

57団体
11.7%

140団体
28.7%

57団体
11.7%

35団体
7.2%

130団体
26.6%

6団体
1.2%

東日本大震災を踏まえて､見直した

（63団体：12.9％）

東日本大震災を踏まえて､見直し中

（57団体：11.7％）

東日本大震災以降、見直していない、又は

見直しの必要がない（140団体：28.7％）

東日本大震災以降､整備（57団体：11.7％）

東日本大震災以降､整備中（35団体：7.2％）

整備なし（130団体：26.6％）

無回答（6団体：1.2％）

N=488
団体



(６)緊急速報メールの発出

53

【 市町村 】

115団体
23.6%

46団体
9.4%

39団体
8.0%180団体

36.9%

40団体
8.2%

61団体
12.5%

7団体
1.4%

東日本大震災を踏まえて､見直した

（115団体：23.6％）

東日本大震災を踏まえて､見直し中

（46団体：9.4％）

東日本大震災以降、見直していない、又は

見直しの必要がない（39団体：8.0％）

東日本大震災以降､整備

（180団体：36.9％）

東日本大震災以降､整備中

（40団体：8.2％）

整備なし（61団体：12.5％）

無回答（7団体：1.4％）

N=488
団体

８‐２ 観光客等への避難対策

54

【 市町村 】

・公共施設や市内宿泊施
設、観光施設に津波ハ
ザードマップの配布、気象
庁が作成した啓蒙パンフ
レット、啓発ポスターの掲示
等

・緊急速報メール（エリア
メール含む）等による情報
伝達

・ＩＰ告知端末放送（屋外拡
声器）でのアナウンス

・帰宅困難者受入避難所の
設置

・海水浴客やサーファーの
注意喚起用看板の設置、
および、津波避難訓練を実
施

・海抜表示を電柱に設置予
定

・避難タワーの設置

など

「その他」の『主な回答』（複数回答）Ｎ＝４８８



８‐３ 津波に関する避難標識のデザイン

55

【 市町村 】

184団体
37.7%

27団体
5.5%106団体

21.7%

120団体
24.6%

51団体
10.5%

平成１７年３月に消防庁が報告した「防災のための図

記号に関する調査検討委員会報告書」にあるデザイン

（ＩＳＯ化、ＪＩＳ化）を使用している（184団体：37.7％）

都道府県が独自に採用したデザインを使用している

（27団体：5.5％）

市町村が独自に採用したデザインを使用している（106

団体：21.7％）

その他（120団体：24.6％）

無回答（51団体：10.5％）

N=488
団体

「その他」の『主な回答』

■県が示した津波避難誘導施設整備指針によるデザインを採用する予定 ■海抜表示板は町独自のデザイン

■避難標識は設置していないが、海抜表示板を設置（道路・公共施設）し、避難時の目安としている

■日本宝くじ協会助成事業を活用して太陽電池式避難誘導標識 ■今後設置を検討中 ■避難標識については未着手

■東京電力株式会社指定のレイアウトに基づく「津波避難誘導標識」を設置 など


